
国による義務教育財源の保障、教育の機会均等と水準の維持・向上並びに行き届いた教 

育の実現を求める意見書 

  

学校現場では、教職員の多忙化・未配置の課題が一層深刻化するとともに、いじめや不登校、

外国につながりのある子供など、様々な支援を必要としている子供に対する複雑かつ困難な対応

も増加している。 

年度当初から、本来配置されるべき定数に対して、フルタイム勤務者が配置できず、短時間勤

務者を配置せざるを得ないなど、改善の兆しを見出すことができず、結果として、子供の学びの

影響を最小限とするために、教職員の多忙化は深刻度を増している。とりわけ、中学校の美術・

技術・家庭科の教員確保は喫緊の課題となっている。具体的には、中学校において各学年３学級

の規模であっても、現行の義務標準法では、教頭を含め１５．４８人の配置となるが、授業時数

の多い、国語・社会・数学・理科・外国語・保健体育に各２人の教員及び教頭を配置すると、１

３人となり、音楽・美術・技術・家庭科の全ての教科教員を配置することができなくなっている。 

また、単年度の予算措置である加配教員や、支援学級の担当教員の正規による配置は、対象期

間が流動的で、正規教員の採用・配置を躊躇せざるを得ない状況を生み出している。少子化の下

でも、持続的・安定的に教職員を確保するとともに、全ての教科において、豊かな学びを進める

ための各教科の教員免許保持者の配置を念頭に、義務標準法を改正し抜本的な定数改善が必要で

ある。 

さらに、過去最高となっている不登校の子供や保護者への対応を充実させるため、相談や心の

ケアなどを担うスクールカウンセラー、福祉の専門性を持ち、子供と学校と社会とのつながりを

支援するスクールソーシャルワーカーは、今の学校現場に欠かせない職であるが、小学校への配

置が不足し、不足分は市町村費で配置せざるを得ない状況である。それぞれの役割を発揮し、指

導・相談体制を充実させるためには、国の予算において、多様な専門性を有するスタッフが、全

ての学校に常勤として配置される必要がある。 

多くの地方自治体は税収減等により財源が不足し、地方財政措置に頼らざるを得ない状況であ

る。子供が全国のどこに住んでいても、一定水準の教育を受けられるのが義務教育であり、憲法

上の要請であるので、自治体の財政力によって教育の自治体間格差が生まれることがないよう、

地方財政を確保した上で、義務教育費国庫負担制度を２分の１に復元することを望むものである。 

よって、本市議会は、国に対し、２０２６年度政府予算編成において、次の事項を求める。 

１ 教育の機会均等、水準の維持・向上、無償制の維持に不可欠な義務教育費国庫負担制度を存

続・拡充させること。また、学校事務職員・学校栄養職員をその対象から外さないこと。さら

に、義務教育教科書無償給与制度を継続すること。 

２ 行き届いた教育を実現するために、現行の公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の

標準に関する法律（以下「義務標準法」）の改正を検討すること。 



３ 学校の働き方改革・長時間労働の是正を実現し、教職員が子供と向き合う時間を確保するた

めに、加配の配置増など教職員定数改善を推進すること。また、スクール・サポート・スタッ

フ、介助員等の専門スタッフ職の拡充、教育環境を整備するための予算を確保・拡充すること。 

４ 子供たちの心に寄り添うための、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの拡

充を行うこと。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 令和７年９月３０日 

 

    内 閣 総 理 大 臣  

    総 務 大 臣 殿 

    財 務 大 臣  

    文 部 科 学 大 臣  

 

 

座間市議会議長 熊 切 和 人 


